
令和８年度農業の担い手としての企業誘致事業業務　仕様書（案）

この業務仕様書は、長野県（以下「委託者」という。）が行う、「令和８年度農業の担い手としての企業誘致事業業務」（以下「本業務」という。）を委託するにあたり、本業務を受託する事業者（以下「受託者」という）を募集するため、その仕様等に関し必要な事項を定めるものである。

１　業務名
[bookmark: _Hlk196226303]　　令和８年度農業の担い手としての企業誘致事業業務

２　業務背景及び目的
（１）背景
　　地域計画の策定・推進を通じて、将来にわたり農地を維持・活用していくためには、担い手確保が重要な課題となっている。特に、農業の担い手減少が進む中で、本県農業の持続的成長を図るために、地域内外からの企業参入が期待されている。
　　これまで県では参入を希望する企業からの相談に応じ、農地を探索する対応をしていたが、条件に合う農地がないことや探索に時間がかかることから参入に結び付きにくい状況にあった。
（２）目的
　地域の合意形成を経たうえで、企業が活用できるまとまった優良農地などの情報を記載した資料（以下「農地カルテ」という。）を作成・活用し、本県が持つ強みを組み合わせた積極的な企業誘致を実施することにより、責任をもって農地を活用等する企業の参入を図る。これにより、担い手が不在となる見込みの農地等において担い手を確保することを目的とする。

３　関係法令
本業務の実施に関しては、本仕様書によるほか、下記の関係法令等を遵守して行うこと。
（１）長野県財務規則（昭和39年長野県規則第８号）及び諸規則
（２）委託契約書
（３）その他関連法令及び通達

４　委託期間
契約締結日から令和９年３月15日（月）まで









５　業務内容
受託者は、本業務の目的を達成に資するものとして、次に掲げる業務を行うものとする。
本業務の実施にあたり、各取組の具体的な手法、実施方法及び実施場所の確保等については、受託者の専門的知見を活用し主体的に決定・設定することとする。ただし、受託者において判断が困難な事項又は業務の重要な方向性に関わる事項については、必要に応じて委託者と協議するものとする。
（１）実施区域情報の集積
[bookmark: _Hlk229676826]ア　全市町村向けセミナーの実施
長野県内の市町村農政担当課等に向け、本事業の対象自治体として企業誘致を実施する意識醸成を図ることを目的としたセミナーを、オンライン又は対面により１回以上実施すること。
セミナーの実施にあたっては、企業誘致の意義、企業参入の成功事例及び本事業の対象自治体として企業誘致を実施する際の具体的手続き等を内容に含めるものとする。また、セミナー実施後は議事録を作成し、委託者に提出すること。
イ　意向調査の実施
セミナー参加市町村に対する意向調査（以下、単に「意向調査」という。）を実施し、企
業誘致に対する意向を把握すること。意向調査においては、以下の項目を含め、その結果については集計・分析の上、令和８年11月30日までに委託者へ提出すること。
（ア）企業誘致に対する関心・実施意向・受入れ希望時期
（イ）誘致を想定する区域の所在地及び地域計画名
（ウ）誘致を想定する企業の農業経営の類型
（２）農地カルテの作成
意向調査の結果をもとに、該当区域の所在する市町村と連携し、区域内の農地について企業誘致に活用可能な情報を取りまとめ農地カルテを作成すること。
農地カルテは、意向調査の結果等を踏まえ当年度内の作成を希望する区域について令和９年２月１日までに作成すること
なお、農地カルテの様式は受託者の提案によるものとするが、以下の事項を含め、企業への提案に活用できるよう、情報は整理・構造化された形で取りまとめること。
ア　地番
イ　地積
ウ　筆数
エ　立地条件（標高、水源等）
オ　周辺条件（交通アクセス等）
カ　その他
（３）企業への試行的アプローチ
意向調査等において確認した誘致企業像に合致する企業に対し、農地カルテを活用した参入提案を実施すること。
提案はオンライン又は対面により、作成した農地カルテごとに５回以上行うものとする。
なお、本業務における当該取組は、今後の本格的な企業誘致に向けた試行的な位置付けとして実施するものとする。
提案実施後は、対象企業、提案内容及び反応等について整理し、委託者へ報告する。

６　事業の実施場所
　　本事業は、原則として長野県内で実施するものとする。
ただし、電話、電子メール、オンライン会議システム等を活用して実施する場合は、この限りではない。

７　委託者への報告
（１）事業実施計画書
業務委託契約締結時に、仕様書に記載の業務内容に基づく事業実施計画書及び実施体制表（いずれも様式任意）を委託者に提出すること。なお、事業実施計画書等に変更がある場合は、あらかじめその内容について事業実施計画書等を添え委託者と協議すること。

（２）進捗状況報告（中間報告）
受託者は、以下の書類（いずれも様式任意とし、電子媒体として差し支えない）を四半期ごとに提出し、委託者と進捗状況の共有及び当該時点以降の業務計画に係る協議を行うこと。提出期限は該当月の翌月の10日とし、10日が休日か祝日の場合は直前の平日とする。
ア　四半期報告書
イ　業務進捗状況
ウ　その他関係書類
また、受託者は、委託者から要求があった場合には、すみやかに進捗状況を報告すること。


（３）完了（実績）報告書
受託者は、業務完了時に契約書に定める委託業務完了報告書に下記７の成果品を添えて、委託者に報告すること。

８　成果品の提出
　　本業務の成果品及び提出期限は、以下のとおりとする。
　　なお、各成果品については、媒体間の連携を推進する観点から、対象データの加工やホームページ掲載等の二次利用に対応可能な形式とすること。
（１）成果品
ア　全市町村向けセミナーの議事録
イ　意向調査の結果
ウ　農地カルテ
エ　企業への試行的アプローチに係る報告書
オ　その他、成果品として必要と認められるもの
（２）提出期限
　（１）ア及びイの提出期限は、当該業務の実施後１カ月以内または令和８年11月30日（月）のどちらか早い方とする。その他については、令和９年３月15日（月）までとする。

９　完了検査
（１）受託者は、本業務完了後、本業務の責任者の立ち会いの上、委託者の検査を受けること。
（２）受託者は、検査の結果、委託者から補正の指示があった場合は、速やかに補正を行い、再検査の合格をもって完了とする。

10　成果品の帰属
（１）本業務により作成された成果品に関する全ての権利は、受託者が従前権利を有していたものを除き、委託者に帰属する。著作権、肖像権等に関して、権利者の許諾が必要な場合は受託者において必要な権利処理を行うこと。
（２）委託者は成果品について、加工及び二次利用できるものとし、本業務の趣旨に照らして適正と判断される場合は，第三者に本業務の成果品の使用を許諾できるものとする。

11　再委託
（１）受託者は本委託業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。
　　ただし、委託者が書面によりあらかじめ承諾した場合はその限りでない。
（２）委託者により再委託が承諾されたときは、受託者は再委託先に対して本委託業務に係る一切の義務を遵守させるものとする。

12　個人情報の取得・保護・管理等
（１）受託者は本業務の実施上知り得た情報については、秘密を保持するとともに、契約目的以　
　　外に使用してはならない。また、契約期間終了後も同様とする。
（２）受託者は個人情報の保護については十分に注意し、流出・損失を生じないこと。
（３）受託者は成果品（業務の履行過程において得られた記録等を含む。）を第三者に閲覧させ、　
　　複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、委託者の承諾を得た場合はこの限りではない。

13　その他
（１）受託者は、やむを得ない事情により、本仕様書の変更を必要とする場合は、予め委託者と協議の上、仕様書変更の承認を得ること。
（２）本仕様書に定めのない事項及び仕様書に疑義が生じた場合には、委託者と協議すること
（３）受託者は、本仕様書に記載されていない事項については、委託者の指示に従わなければならない。
（４）委託料又は履行期間を変更する必要があるときは協議の上、書面によりこれを定める。
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